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のキャリアが影響 のか「お前はやはり海外がいいのではなか」ということになり 当時の市長はごみ問題を中心に取り組んでいた方だったので、横浜のごみ問題も含めて、ノウハウを売るような組織を立てよ と、私が入庁してすぐに検討が始ま ました。日本の地方自治体の立ち位置として、自分たちでビジネスをやっていくのは難しい。都市と都市のつながりで企業 バックアップをする方が い ではな かと、私の海外 経験と自治体に入ってからの経験を踏まえて逆提案 ました。　
横浜が今後、市として経済支援











というグローバルな課題と、途上国の水や大気、廃棄物などのローカルな対策を結び付けて同時に解決することを最 のテ マにしています。ＪＣＭの枠組みができつつあるなかで、我々は環境省から事務局を委託されて、ＪＣＭ 案件形成を推進しています。また、追ってお話しますが、 活用した自治体の国際環境協力 どにも取り組んでいます。
司会：ＧＥＣは大阪市も出捐して設立されましたが、大阪市との関係が比較的深いのですか。白石：そうですね。ＧＥＣはもともと大阪市、大阪府、関西財界の三者が三分の一ずつ出捐 て設立された団体です。　
以前は大阪府と大阪市から出向
者と補助金を出していただいていたのですが、府政改革、市政改革によりこれらがなくなりまし 。そして国際環境協力の一専門機関として新たに再スタート 切ったのが二〇一三年 一二月。二〇一二年の四月に私はＧＥＣに出向したのです 、着任早々 そのことが決まり、衝撃を受け のを覚えています。　
また、ＧＥＣでは、大阪市との












































フィリピンのセブ市にて、実証実験を提案しました。汚泥をし尿処理のため浄化槽から引き抜き、脱水して汚泥の有機物とろ水にしてみたところ、ろ水の分離率が非常に高いことがわかりま た。つまり、水がうまくしぼり取れて、有機物が残り、フィリピン 環境水準だとそのまま放流 もいいくらいの水準までになったのです。下水道、し尿処理は設備に多額なコストが掛かります。 た、技術的にもノウハウ 蓄積 必要 ため、東南アジアではなかなか下水道が普及していません。　
コンサルと中小企業が結び付く
ことで、新たなノウハ 形成され、その手法を新興国で実証的に示すことが きた。これはすごく大きかった 思います さらフィリピンの建設省に当 る公共事業道路省が関心を持ち 大臣が同社の製品をフィリピン全土に展
開したいとＪＩＣＡに持ちかけました。現在、ＪＩＣＡが新たな調査を立ち上げて、これを進めています。　
他にも良い事例はたくさんある
のですが、これは非常に典型的で分かりやすい事例です まずは良い製品があって 環境コンサルタントが使い方のノウハウの提案をして、やってみたら結果が出て、向こうの国 目を付けてくれたという例です。下水道の普及には何十年もかかります。そうで ればその間にこう た中間技術的なものをどんどん入れ込むことによって、水環境が改善される可能性が出てきました。今ある製品を押し込むのではなくて、新しい使い方あるいは展開 方法を横浜の都市ブランドと絡めて出 いけるのではと思います。　
他にもリサイクルや再生可能エ
ネルギーの事例、交通関係も充実しています。こういうメソッドを「共創」を通じて、企業の方と創ることが私どものひとつの大きな柱になるのではと思い、今後はさらに力を入れたいです。司会：現地の状況に合って、かつ、向こうが困ってい ところを解決するような技術をうまく提供 き






















て、横浜市の事例のように、主体となる市と企業が っかりしてて、コンサルを上手に使うという形でないと駄目なのです。調査だけやっ 何も残らないとならないよう、いつも気を付け いといけないと思います。　
また、やはりビジネスとして成
果が挙がる いうのは、大変難しい。企業との関係で、自治体がどこまで入るかと うこともとても難しい。日本の技術はどう たら売れるのか 橋本さんがおっしゃるとおり、実物を持って行き予算をみながら、ある程度向このニーズに合うよう 企業も柔軟にならない いけません。　
もうひとつはシステムです。単
に焼却工場を造っても、焼却を成り立たせる仕組みが ければ意味がない。自治体が持つノウハウを使って仕組みも提案しなければいけません。それに最小限 燃やすものや焼却炉に合ったごみ質にするとか、そういうところまで提案
しなければいけない。それが先ほどの「都市環境インフラ丸ごと輸出」です。行政が企業から結構期待される はそういうところです。司会：装置だけではなくシステムそのものを、きちんと伝えてつくっていかなけ ばいけない。橋本：自治体でも国でもそうなのですが、規制や枠をつく こ がとても大切だと思 ます。環境技術というのは 装置売り は駄目である以前に、マーケット自体がないのではないかと思います。一番分かりやすい例として 「リサイクルの良い技 を持っています」というには、 「ごみはポイ捨てしてはいけ 」ということがまずコンセンサスとして成り立ていかなければならない。　
特に環境マーケットでは、自治














から出る大量の有機ゴミをメタン発酵し、メタンガスとしてエネルギーを回収する日立造船のプロジェクトや、トラックにデジタルタコグラフを導入し、運転行動デー を収集・分析 てドライバーに対してエコドライブを指導する日本通運のプロジェク が環境省のＪＣＭ設備補助事業と採択され、投資されることが決まっていま 。　
このような街づくりに関する協
力は、当然長期的な視点を持って進めていく必要があります。しかし、短期的にも成功を収めていかないと、関係者の理解や支援が得られず、結果として途中で倒れてしまう可能性があります。ですから、大阪市側と ては、 「アーリー・スモール・サクセス」を合言葉に、早い段階で成功事例を積み重ねることを目指しています。そして、大阪市側とホ チミン市側の様々な関係者の理解と支援を得ながら、一〇年、二〇年と続けていきたいと思っています。　
また私が大阪に来て思ったのは、
国に比べると自治体では分野の垣根が低いということです。自治体の総合力と機動力は素晴 い。例えば、途上国の自治体 打ち合

































特に中小企業支援という意味では、横浜商工会議所もこの三年間、Ｙ―ＰＯＲＴは進めてほしいと 微力でも、企業の方々の経済活動環境が良くなるためにできることは何だろうと。企業市民へのサービス提供ということで、市議 にもご理解をいただいてい と思います。内藤：こちらも市役所の職員なので、中小企業は応援しています。ただ、大企業に比べ体力的に脆弱なので、失敗は許されない場合が
あります。また、どこまでお手伝いするのかという問題も。私の経験では、ゴールの直前まで一緒に行かな とうまくいかない。橋本： 「自分で海外に行けない中小企業にまで支援を広げて、やり切った感だけ出せばそれでい のか？」と私は考えています。自分で行けるかもしれないが、大きく鉱脈を掘り当てて伸びる企業、つまり中小企業から大手に成長する企業をまさに支援すべきではかと思います。　
私どもが今お付き合いしている
企業は、中小でも三〇社に満たない。ワンプッシュして らに伸びるところを少数精鋭 という形なって ます。内藤：議会では何もいわれないですか。あるいは他の企業 らなぜうちは支援してくれないのかと。橋本： 「特定の企業 だけ付き合っているようにみえるけれど、どうなんだ」といわれ 可能性あります。まだありませんが、それは今後の課題です。公務員として、どう取り組めば いのだろうかと思います。内藤：できる企業は限られて ます。それが悩みで ね。橋本：今後、すそ野を拡げること
が重要で、より積極的に進めていきたいと思います。司会：公募して 選択委員会や採択委員会のようなものをつくるとか、そういっ ある意味公平にみえるプロセスもありますが。橋本：あるいは、他 経済団体で支えてくれるところが るかもしれない。よくうちでいうのはネジです。素晴らしいネジを持っている企業は、このスキーム 引っ張れません ただ、支援できる公的な受け皿は、恐らく別にあ のではないでしょうか。司会：経済学の研究に 輸出振興でどこをターゲットに支援したらいいのかという研究があります生産性がある程度高 ところを一押しすることが重要であるという指摘がされて ます。白石：中央省庁やＪＩＣＡの資金を使って国際協力の調査事業を行う場合、それに参加する企業のリスクは比較的小さく、企業の裾野は広かったと思います。他方で、我々が今お手伝いし いるような、日本の優れた低炭素技術やビジネスを海外展開することを目的とる場合、たとえＦ／Ｓであったとしても、調査のための調査ではなく、その先の事業展開を見据えて





として、税金をどう使って市の発展や活性化のためにどうすればよいかと常に考えて ます。それが外国に行くことがうれしいでは困る。英語は話せた方がいいのですが、事業を冷静にみて判断できる方、俯瞰的に物事をみられる方を希望します。それと、市役所の一般的な仕事を処理できる能力も重要です。橋本：私が入庁 ていわれたのは、冗談めいて「英語ができてまともな人間に市役所で初めて会った」と（笑） 。やはり語学力だけとうのは傾向としてあるかもしれせん。人材の確保は難しいとは思います。内藤：多分センス ので ょう。白石：大阪市ではホーチミンプロジェクトを始めてから、今年の四月に都市間協力担当課長 いうポストを新設してそのラインで対応
するようになりました。これは自治体としては画期的なことだと思います。他方で、国際的な仕事やポストが数多くある中央省庁と比べて、自治体で国際協力業務を担当できる人材の育成は容易ではないと思います。例えば数ある自治体の仕事やポストのうち、 関係の業務はごく一部で、職員のキャリア形成を考え と 国際業務ばかりやらせるわけにもいかないでしょう。そう う意味では我々ＧＥＣのような国際協力の専門性を持つ機関と、都市経営の専門性を持つ自治体が専門性を共有しながら仕事をするという が、日本の自治体が国際環境協力を進めていく際の現実的なひとつ 解ではないかという気 しています。司会：今後の市役所の職員に期待すること ありますか。どう たら皆さんのよう 方がこれから出てくるのでしょうか。橋本：交渉力、企画力が強い人間を望んでいま 。大胆ですが、実は公務員でもすごく重要なところです。公務員と うより営業とそういう人が想像 き ような。内藤：私は普通の公務員だと思っていますが（笑） 。橋本：私は普通の公務員ではあり
ませんでしたから（笑） 。私のような履歴の人は、公務員としてのキャリアでは、なかなか出てこないと思います。　
ただ、こういう力はこういう海
外の分野に限らず、今後の公務員に望まれて ると思います。公務員は、まずは監督官庁のような規制をする機能があります。予算の執行では、発注側という発想がある。規 の方 緩和 方向で岩盤を壊さなければいけない。日本はシステムが大体 きてい すよね。それはそれでやればい 。一方で発注の方は、財源が減るので必然的に減っていく。そうすると、国、地方を問わずに、企業の方々が活動しやすいようにファシリテートすることが求められ ると思います。それは国際分野 限らず、普通の公務員のあり方になっていかなければならないと思います。そういうことが時代 ニーズとして普通のことな だと思 ます。白石：私もそ いう考えです。いま、日本のど 自治体も財政状況は厳しい。このため、国際協力の分野で自治体が予算や職員を充てること 簡単ではないでしょう。しかし、自治体だけ 持つ環境管理や都市経営の貴重な経験とノウ
ハウへのニーズは国際的に高まっています。ですので、その素晴らしい潜在能力を最大限に生かしていくためには、私は自治体がオープンであることが大切だと思うのです。市内や県内の企業や団体がそれぞれどのような能力やリソースを持っていて、どのように手組めるのかを考えて、自治体 側から目標 示しつつオープンかつフラットに対話をす ば、自治体とパートナーシップを結びたい企業や団体は多いはずです。そしそのためには、国際業務を担当する職員の方々がそのようなマインドセットを持つことが大切かと思います。　
もうひとつは、企画力や交渉力







いから何をするかと考える人がますが、そうではなく どうやって使わずに別の方法でこの事業をやるかといったこと 常に考える人が必要です。司会：予算ありきで考えるのではなく、何を らなければいけないのかを考えるということ すね。橋本：課題があるか どうしようといっているのに、 「予算がなからできません」というのは非常に良くな ですね。●
パートナー国・都市との関係
司会：海外の相手 の関係で悩ましいところはありますか。内藤：その辺は、最初はずっと分からなくて苦労しました。相手は本音をいいませんから。最近分かったのは、要はお金を持ってく
るか、企業が投資してくれるかということしかない気がします。どこの国のどの都市に行っても、彼らの口からは日本の優れた技術やノウハウが欲しい いう話を聞きます。しかし、大抵は技術やノウハウの裏にあるものについていっていると、ある時期 気づきました。彼らにとっては、どれだけ日本の投資が頂けるの ということが、多分、メインではないかと。　
それと、橋本さんがいわれたよ
うに、日本の自治体側のトップが大切なのです。相手のトップときちんとつながっていないと、環境などは特に何も進まない。ですから、事業をやる前に、まずトップに会えるかどうかが大切です。司会：大阪市の橋下市長とホーチミンの市長が会うときも、苦労されたそうですね。白石：そうですね。大体 場合日本と違い、相手国の環境局 廃棄物の焼却施設など投資に関しては権限を持って ません。計画投資局や財務局などが決めるわけでカウンターパートが うわけ 。大阪市では、このために大阪低炭素自治体開発支援本部を設立し、ホーチミン との協力関係を立ち上げました。市長間協力になると、







るものです。そこをやはり意識して臨まないと、相手国との思惑の違いが顕著に出てしまいます。そこは援助や国際協力の世界とはまた違います。私たちは鴨ねぎです。ねぎを背負っ い か、ねぎを渡せる状況はあるかということです。内藤：何も持っていな と分かると、相手の出てくるレベルが急に下がります（笑） 。最初は偉 人が出てきて、メリットがないとなったら、どんどん下がる。昔何もありませんでしたから、技術協力というかばんを持って行っもそのなかは空だったので 。国際協力をやる者としては、今は環境的に恵まれていると思います。●今後の展望司会：最後に今後の展望や取り組んでいくに当たって必要なこ 、国内外の関係機関への要望などがあれば。内藤：今後は、北九州市 成果としてみせられるも をひとつ出したいと思います。成果をもとに、それをうまく使って若い人たちがいろいろな場面で頑張ることが重要です。過去から連綿とつながっていることが大切です。　
いろいろな企業やコンサルを巻
き込み、活用しながら自治体としての成果を挙げなければいけない。また若い人にいっているのは、目利きになりなさいということです。つまり、表に出る言葉では くて、途上国の皆さん 本心で何を求めているのか、この事業に何 期待しているのかを理解しなければならないと うことです。良い事業かどうかを早めに判断しなければいけない。も が悪ければ、どれだけお金をつぎ込んでどれだけ頑張ってもうまくいきません。　
今はある意味、好循環でうまく





広げ、対話はなかなか前に進みません。しかし、東京都や横浜市、北九州市、あるい カリフォルニア州やニューヨーク市などの先進的な自治体の野心的な取り組みによって、国際的な流れを作っていけるのではないかという期待があるのです。さらに、途上国への支援という点では、 が持つ環境管理や都市経営の経験やノウハウにかけられる期待 非常 大きいと思います。　
二つ目は、水、大気および土壌
の汚染や廃棄物 などはローカルな課題であるため、基本的には途上国 予算で取り組 ねばならず、先進国からの資金支援も限られていました。しかし、気候変動対策というグローバルな課題では先進国から資金支援がはるかに大きくなります。このため、これからの自治体の国際環境協力は、ローカルな環境問題とグローバルな気候変動とどう結びつけるかが重要になって ます。　
三つ目は、制度側と現場の情報
が共有されることの重要性です。国のような制度側と、事業を実施する企業などの現場は、それぞれが持っている情報の種類が全く違います。現場 情報と の意






して、途上国内の地域をある程度決めてもよいのではと思 ます。スラバヤ、ホーチミン 事例はすごく良い。ホーチミンは大阪が、スラバヤは北九州が丸抱え やっ
てきたわけです。私どもはセブでやってみようとスタートしました。　
ですから、援助側、資金サポー





ですが、アジア低炭素化センターやＧＥＣ、それからＹ―ＰＯＲＴセンターを立ち上げるとすると、プロデュースし 案件 でまとめる機能をもっと強めていかないといけません。ただ、そういったものを活用する発想が、もっと国レベルで欲しいと思います。これはいろいろ訴えていますが、なかなか難しい。 すがＹ―ＰＯＲＴも実績も少しずつ出てきているのでそれをもっと強化するような形で使ってほしいと思 ます。内藤：最後に、日本の都市間での競争をもう少し。良い意味で競争し合うことが大切ではな かと。橋本：まさにそ ですね。国はみんな横並びで、北九州、横浜、大阪だけが突出していくわけにはいけないというわけ す。ですが、競争してもいい。例えば横浜と北九州がガチンコでやって、負けたり勝ったりすれば のです。内藤：最近は、それが のではないかと思うように りました。あまり事前調整は必要ないと思ます。
白石：お互いに良い提案をしていくと。内藤：良い提案をして、勝った方がやればいい。橋本：世界は広く、手に余るぐらいありますから。北九州がやっいるのであれば、私どもは遠慮ますから（笑） 。 「大阪市さんホーチミンをやっているな」 「北九州市さんがカンボジアをやっているな」という感じ 、全てみているので、それで い す みんながそれぞれ持っているもので戦って けばいいのです。内藤：そう う仲間が増えたら、国ももっとまとめようと思うかもしれないですね。司会：興味深いお話を伺えてよかったです。活発なご議論をいただき、ありがとうござい した。二〇一四年一二月一九日（金）ジェトロ本部にて開催。※
 本記事は座談会参加者個人の意見が含まれており、各所属機関の公式見解を示したものではありません。
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横浜市と関係機関が新たに構築する
Y-PORT センターの概念図（提供：横浜市）
